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   第 ４ 回   熊本県議会  総務常任委員会会議記録 

 

平成25年６月26日（水曜日） 

            午前10時２分開議 

            午前11時45分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 平成25年度熊本県一般会計補

正予算（第２号） 

 議案第４号 熊本県税条例の一部を改正す 

  る条例の制定について 

 議案第13号 専決処分の報告及び承認につ 

  いて 

 報告第１号 平成24年度熊本県一般会計補 

  繰越明許費繰越計算書の報告について 

 報告第９号 専決処分の報告について 

閉会中の継続審査事件(所管事務調査)につ

いて 

請第29号 消費税増税の実施中止を求める

意見書の提出に関する請願 

報告事項 

 ①市町村合併の効果と課題等について 

 ②熊本県情報化施策推進方針（案）につ 

   いて 

――――――――――――――― 

出席委員（８人） 

        委 員 長 山 口 ゆたか 

        副委員長 橋 口 海 平 

        委  員 鬼 海 洋 一 

        委  員 岩 下 栄 一 

        委  員 大 西 一 史 

        委  員 氷 室 雄一郎 

        委  員 溝 口 幸 治 

        委  員 髙 木 健 次 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 知事公室 

         公室長 田 嶋    徹 

       危機管理監 五 嶋 道 也 

  首席審議員兼秘書課長 山 口 達 人 

  首席審議員兼広報課長 坂 本   浩 

    危機管理防災課長 岡 田   浩 

  知事公室付政策調整監 白 石 伸 一 

総務部 

         部 長 岡 村 範 明 

理事兼県中央広域本部長兼 

    市町村・税務局長 楢木野 史 貴 

       政策審議監 木 村   敬 

      総務私学局長 吉 田 勝 也 

  首席審議員兼人事課長 金 子 徳 政 

        財政課長 福 島 誠 治 

    県政情報文書課長 本 田 雅 裕 

総務事務センター長 古 谷 秀 晴 

        管財課長 吉 永 一 夫 

首席審議員兼私学振興課長 仁 木 徳 子 

     市町村行政課長 

兼県中央広域本部総務部長 原     悟 

     市町村財政課長 髙 山 寿一郎 

      消防保安課長 田 原 牧 人 

         税務課長 渡 辺 克 淑 

企画振興部 

         部 長 錦 織 功 政 

         理事兼 

   交通政策・情報局長 小 林   豊 

総括審議員兼政策審議監 内 田 安 弘 

地域・文化振興局長 田 中 浩 二 

        企画課長 小 原 雅 晶 

     地域振興課長兼 

 県中央広域本部振興部長 吉 田   誠 

      文化企画課長 吉 永 明 彦 

       政策監兼 

文化・世界遺産推進室長 本 田   圭 
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川辺川ダム総合対策課長 福 山 武 彦 

      交通政策課長 中 川   誠 

      情報企画課長 家 入   淳 

       統計調査課長 池 田 正 人 

出納局 

  会計管理者兼出納局長 伊 藤 敏 明 

        会計課長 福 島   裕 

      管理調達課長 前 野   弘 

人事委員会事務局 

         局 長 鷹 尾 雄 二 

        総務課長 吉 富   寛 

       公務員課長 與 田   博 

監査委員事務局 

         局 長 本 田 惠 則 

   首席審議員兼監査監 富 永 正 純 

         監査監 草 野 武 夫 

         監査監 瀬 戸 浩 一 

議会事務局 

         局 長 長 野 潤 一 

     次長兼総務課長 後 藤 泰 之 

        議事課長 佐 藤 美智子 

首席審議員兼政務調査課長 新   義 明 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 井   隆 彦 

     政務調査課主幹 桑 原 博 史 

――――――――――――――― 

  午前10時２分開議 

○山口ゆたか委員長 それでは、ただいまか

ら第４回総務常任委員会を開会いたします。 

 まず、今回付託されました請第29号につい

て、提出者から趣旨説明の申し出があってお

りますので、これを許可したいと思います。 

 請第29号についての説明者を入室させてく

ださい。 

  （請第29号の説明者入室) 

○山口ゆたか委員長 説明者の方に申し上げ

ます。各委員には請願書の写しを配付してお

りますので、説明は簡潔にお願いいたしま

す。 

 それでは、説明をよろしくお願いいたしま

す。 

  （請第29号の説明者の趣旨説明) 

○山口ゆたか委員長 御趣旨は承りました。

後でよく審査しますので、本日はこれでお引

き取りください。本日はありがとうございま

した。 

  （請第29号の説明者退室) 

○山口ゆたか委員長 次に、本委員会に付託

された議案等を議題とし、これについて審査

を行います。 

 まず、議案等について執行部の説明を求め

た後、一括して質疑を受けたいと思います。

説明に当たっては、効率よく進めるために着

座のまま簡潔にお願いいたします。 

 それでは、総務部長から総括説明をお願い

します。 

 

○岡村総務部長 おはようございます。 

 今回提案しております議案の概要について

申し上げます。 

 まず、一般会計補正予算につきましては、

国の緊急経済対策関係分や地域の元気基金を

初めとした国の経済対策関連基金活用分、そ

して通常分を合わせまして、約165億2,300万

円を計上しております。 

 このほか、熊本県税条例の一部を改正する

条例の制定や専決処分の報告、承認につきま

しても、あわせて御提案、御報告申し上げて

おります。 

 この後、予算関係議案の総括的な説明につ

きましては財政課長から、また、詳細な内容

及び条例等議案につきましては各課長からそ

れぞれ御説明申し上げますので、よろしく御

審議いただきますようお願い申し上げます。 

 

○山口ゆたか委員長 次に、財政課長から、

平成25年度６月補正予算の概要等について説

明をお願いします。 
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○福島財政課長 財政課でございます。 

 Ａ４横の総務常任委員会説明資料をお願い

します。 

 資料の１ページをお願いいたします。 

 ６月補正予算の概要でございます。 

 今回の一般会計補正予算は、経済対策関係

への対応を中心に編成しております。その内

容ですが、１、国の緊急経済対策分は、２月

補正予算編成後の国の緊急経済対策に係る追

加内示等に伴うもので、46億1,700万、ま

た、２の①地域の元気基金活用分は、２月補

正で積み立てました基金を活用して、新４カ

年戦略の加速化に資する事業等に46億4,200

万円、また、②その他経済対策関連基金活用

分は、安心こども基金など９の基金を活用し

て53億8,500万円、さらに、３、通常分とし

て23億4,900万円計上しております。 

 注で記載のとおり、一部重複分があるた

め、総額165億2,300万円の増額補正となりま

して、今年度の補正後の予算規模は7,344億

8,700万円となります。 

 ２ページをお願いいたします。 

 歳入予算の内訳でございます。 

 今回の補正予算が経済対策への対応が中心

であるため、３ページ９の国庫支出金と基金

の取り崩しであります12の繰入金がほとんど

を占めております。 

 ４ページをお願いいたします。 

 歳出予算の内訳でございます。 

 １の一般行政経費は、安心こども基金や緊

急雇用創出基金の活用等により、約24億円を

計上しております。 

 下の５ページに移りまして、２の投資的経

費では、生産総合事業など国の経済対策の追

加や地域の元気基金の活用等により、約141

億円を計上しております。 

 それぞれ説明欄に補正額に係る主な事業を

記載しております。 

 ６ページをお願いいたします。 

 今回の補正に伴い必要となる地方債の補正

でございます。 

 以上が６月補正予算の概要でございます。

よろしくお願いを申し上げます。 

 

○山口ゆたか委員長 次に、関係課長から順

次説明を願います。 

 

○岡田危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 資料の８ページをお願いいたします。 

 防災総務費といたしまして、5,904万6,000

円を補正額として計上いたしております。財

源は地域の元気基金でございます。 

 説明欄をごらんください。 

 新規の防災体制強化緊急整備事業ですが、

県庁新館の10階の防災センター及び広域防災

活動拠点の県民総合運動公園、消防学校の機

能強化に係る施設等の整備に要する経費でご

ざいます。 

 具体的には、防災センターにつきまして

は、センター内の防災映像情報システムのデ

ジタル化に係る実施設計、自衛隊等関係機関

の集結拠点であります県民総合運動公園につ

きましては、飲料水兼用の耐震性貯水槽及び

防災トイレの設置に係る実施設計、緊急消防

援助隊の集結拠点であります消防学校につき

ましては、非常用発電設備の整備及び備蓄倉

庫の設置に係る実施設計に要する経費でござ

います。 

 説明は以上でございます。 

 

○吉永管財課長 管財課でございます。 

 説明資料の10ページをお願いします。 

 財産管理費におきまして、2,633万4,000円

の補正をお願いしております。財源は地域の

元気基金でございます。 

 この内容につきましては、右側の説明欄を

ごらんください。 

 新規の県庁舎防災拠点施設整備事業でござ

いますが、県庁舎新館に設置しております非
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常用発電設備の稼働日数をふやすため、燃料

であります重油備蓄タンクの増設を行うため

の経費でございます。 

 県庁舎には、災害時等の備えとしまして、

本館と新館それぞれに非常用発電設備を設置

しております。稼働できる日数は、本館は３

日間ございますが、新館は、燃料タンクの容

量が小さいため、稼働日数は１日間でござい

ます。 

 この非常用発電機の燃料備蓄量の目安とし

ましては、国が示しております官庁施設の整

備基準や機能確保に関する指針では、72時

間、３日間程度とされております。また、東

日本大震災等での実例としまして、停電の約

８割が復旧するまでに３日間を要しておりま

す。県庁舎は、防災拠点として重要な機能を

有しておりますことから、大規模災害等で電

気の供給がない場合におきましても、国の指

針等に基づく３日間程度は庁舎の機能を維持

できるよう、新館の非常用発電設備の燃料タ

ンク容量を、現在の１万リットルから３万リ

ットルに増設するものでございます。 

 管財課は以上でございます。御審議のほど

よろしくお願いいたします。 

 

○吉田地域振興課長 地域振興課でございま

す。  

 資料12ページをお願いします。 

 計画調査費につきまして、672万円余をお

願いしております。 

 企画推進費のロアッソ熊本の活用による地

域振興・街づくり事業につきましては、起業

支援型地域雇用創造事業によるロアッソ熊本

を活用したスポーツ振興及び地域活性化の取

り組みに要する経費でございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○吉永文化企画課長 文化企画課でございま

す。 

 説明資料の12ページ、下段をごらんくださ

い。 

 県立劇場施設整備費でございます。2,500

万円余でございます。 

 開館から30年が経過し、老朽化したエレベ

ーターの更新とトイレの改修につきまして、

来年度施行するための実施設計費でございま

す。 

 13ページをお願いいたします。 

 松橋収蔵庫サテライト事業でございます。 

 これは、熊本市との連携により、松橋収蔵

庫の所蔵資料等を熊本市立博物館内に展示す

るための制作委託に係る債務負担行為の設定

でございます。 

 14ページをお開きいただきたいと思いま

す。 

 県立劇場施設整備事業でございます。 

 これは、12ページで御説明いたしましたけ

れども、県立劇場のエレベーターとトイレの

平成26年度の改修工事及びコンサートホー

ル・シャンデリアの耐震工事に係る債務負担

行為の設定でございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○中川交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 資料の15ページをお願いいたします。 

 計画調査費の空港整備促進費につきまし

て、4,300万円の増額補正をお願いしており

ます。 

 これは、圏域を越えた大規模災害時に、阿

蘇くまもと空港が熊本の地理的優位性を生か

した広域防災拠点として対応するための駐機

場整備の実施設計に要する経費でございま

す。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○家入情報企画課長 情報企画課でございま
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す。 

 資料15ページの下段をお願いいたします。 

 計画調査費として、３億4,000万余の増額

をお願いしております。 

 内訳としまして、携帯電話基地局を整備す

る市町村――五木村でございますが、に対す

る整備経費の国庫補助の増による増額でござ

います。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○渡辺税務課長 税務課でございます。 

 16ページをお願いいたします。 

 第４号議案熊本県税条例の一部を改正する

条例の制定についてでございます。19ページ

の条例の概要で御説明申し上げます。 

 １に記載しておりますとおり、地方税法の

一部改正などに伴う改正でございます。 

 主な改正内容といたしましては、まず(1)

は、金融所得課税の一体化に向けた改正でご

ざいます。金融所得課税の一体化につきまし

ては、下の図をごらんいただきたいと思いま

す。 

 現在は、預貯金、公社債、上場株式、非上

場株式といった金融所得の種類によりまし

て、一番下に記載しておりますように、税率

や課税方式が異なっており、また、もうけと

損を相殺します、いわゆる損益通算の上場株

式の配当と譲渡損益の間に限られておりま

す。 

 平成25年度の税制改正におきまして、投資

家が多様な金融商品に投資しやすい環境を整

備する観点から、現在非課税とされておりま

す公社債等の譲渡益を、上場株式と同様に課

税とした上で、損益通算の範囲を、点線で囲

んでおりますように、公社債等の利子及び譲

渡損益まで拡大することとされたところでご

ざいます。 

 県税条例の改正といたしましては、法によ

り、公社債等のうち特定割引債の償還金に係

る差益が新たに個人県民税配当割の特別徴収

の対象とされたことから、条例上も特別徴収

の対象として追加するものでございます。 

 次に(2)でございますが、金融機関から支

払われます利子等に対し課されます県民税利

子割につきましては、制度創設時、金融機関

において個人と法人の口座を区別することが

困難であったため、全ての利子に課税した上

で、法人の利子割額については、二重課税と

ならないよう法人県民税から控除していると

ころでございますが、現在は、金融機関にお

きましても、ペイオフに備えまして個人と法

人の口座を区別して管理されているというこ

とから、法人に係る県民税利子割を廃止し、

納税義務者を個人に限定するものでございま

す。 

 次に(3)は、日本ゴルフ協会及び結核予防

会が公益財団法人に移行したことから、名称

を改めるものでございます。 

 施行期日は、(1)(2)は平成28年１月１日、

(3)は公布の日でございます。 

 続きまして、20ページをお願いいたしま

す。 

 第13号議案、熊本県税条例の改正に係りま

す専決処分の報告及び承認についてでござい

ます。22ページの条例の概要で御説明申し上

げます。 

 条例改正の趣旨といたしましては、平成25

年度税制改正に係る地方税法の改正のうち、

本年４月１日施行の部分につきまして、法と

条例の内容にそごが生じ、県民生活に支障を

来すことのないよう、法律の公布に合わせ

て、３月30日に専決処分により条例を改正

し、４月１日に施行したものでございます。 

 主な改正内容といたしましては、(1)は、

独立行政法人森林総合研究所が行う農用地総

合整備事業等に係る不動産取得税の特例措置

につきまして、事業の完了に伴い廃止するも

のでございます。 

 次に(2)と(3)は、サービス付き高齢者向け
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賃貸住宅に係る土地と建物に対する不動産取

得税の軽減措置を２年間延長するものでござ

います。 

 (4)は、衝突被害軽減ブレーキを搭載した

トラックの自動車取得税を軽減する特例措置

の対象にバス等を追加するものでございま

す。 

 最後に(5)は、有害鳥獣の捕獲を行う対象

鳥獣捕獲員に係る狩猟税の軽減措置を３年間

延長するものでございます。 

 説明は以上でございます。よろしく御審議

をお願いいたします。 

 

○岡田危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 資料の23ページをお願いいたします。 

 繰越明許費でございますが、防災行政無線

の再整備に係る実施設計委託におきまして、

中継所の耐震性調査等に不測の日数を要した

ため繰り越したものでございます。 

 以上でございます。 

 

○福島財政課長 財政課でございます。 

 ２段目でございますが、地域の元気積立金

の繰り越しの御報告でございます。 

 これは、平成24年度の国の補正予算に計上

されました地域の元気臨時交付金が、国にお

いて全額繰り越しとなったため、これを財源

とします地域の元気基金への積み立てにつき

ましても、平成25年度に繰り越したものでご

ざいます。 

 以上、よろしくお願い申し上げます。 

 

○仁木私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 23ページの３つ目の欄をごらんください。 

 平成24年度一般会計予算繰越明許費の繰越

計算書でございます。 

 これは、私立学校施設耐震化促進事業費の

予算額のうち１億8,266万6,000円について、

平成25年度へ繰り越しさせていただいたもの

でございます。 

 今回繰り越し対象となったものは、幼稚園

の園舎２棟分の耐震改築に係る補助金の交付

決定額の全額でございまして、財源につきま

しては全額国から交付された安心こども基金

を充てております。 

 繰り越しの理由でございますが、設計等に

予測した以上の日数を要し、工事の着手がお

くれたことによるものでございます。 

 私学振興課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○中川交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 23ページ、最下段でございます。 

 鉄道施設総合安全対策事業につきまして、

1,800万円余の繰り越しをお願いしておりま

す。これは国の緊急経済対策における地域の

元気臨時交付金を財源とした事業でございま

す。 

 国の交付決定が年度末になり、年度内の工

事完了が見込めないため繰り越しをお願いし

ているものでございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○岡田危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 24ページをお願いいたします。 

 報告第９号でございますが、交通事故に関

する専決処分の報告でございます。内容は、

25ページの資料のほうで御説明を申し上げま

す。 

 本年３月12日に、消防保安課の職員が、危

機管理防災課の公用車により電気工事事業者

への立入検査に向かう途中、物損事故を起こ

したものでございます。 

 今回の事故は、中央線のない比較的狭い道

路で、対向車の軽乗用車とドアミラー同士が
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接触したものでございます。 

 過失割合は、県側が50％、相手側が50％と

判断されております。 

 物的損害額は、県側の3,811円のみでござ

いまして、県が支払う賠償金は０円でござい

ます。相手方が県に1,906円支払うという内

容で、５月23日に和解につきまして専決処分

を行わせていただきました。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○山口ゆたか委員長 以上で執行部の説明が

終了しました。 

 議案等について質疑を受けたいと思いま

す。質疑はありませんか。 

 

○岩下栄一委員 文化企画課ですけれども、

県劇の施設整備でシャンデリアの耐震工事と

いう話がありましたけれども、危なかったん

ですか、今まで。私はよう行きよってから、

シャンデリアの下にもおったけれども、今ま

で危なかったんですかね。 

 それともう１つ聞きますけれども、県立劇

場には基金があるわけですけれども、基金は

今の現状はどういうふうになっているんです

か。名称とか、どういう運用をされていると

か。 

 

○吉永文化企画課長 文化企画課でございま

す。 

 今回、債務負担行為でシャンデリアについ

て計上させていただいております。これにつ

きましては、東日本大震災の際に、いわゆる

つり天井の事故が非常に多うございました。

それに伴いまして、国土交通省が、つり天井

に関する新たな耐震基準を設けまして、今回

このシャンデリアを補正で債務負担行為で出

させていただきましたのが、近々国の耐震基

準が出るということで、それの内容も大体わ

かっておりますので、それに従った形で今

回、今委員おっしゃいましたけれども、シャ

ンデリアの耐震工事を計上させていただいた

わけでございます。 

 それから、基金でございますけれども、県

劇のほうでは今基金を設けております。その

中では、県としましては、いわゆる自主文化

事業につきましては、別途指定管理者に上乗

せして県劇に委託しておるわけでございます

けれども、それとは別に、県劇みずからの考

えのもとにやるさまざまな文化事業がござい

ます。そういったものに企画基金というよう

な名目で現在運用しておるというところでご

ざいます。 

 以上でございます。 

 

○岩下栄一委員 基金の名称は何ですか。 

 

○吉永文化企画課長 済みません、ちょっと

今手元にないんですけれども、企画調査基金

というような名称だったかと思いますけれど

も、これはまた後ほど御説明します。 

 

○岩下栄一委員 県劇も、いろいろ歴史的な

経緯を経て今日に至っているわけですけれど

も、私の認識では、何回も言うけれども、パ

イプオルガンの問題を議会で取り上げたとき

に、私の質問を傍聴していた経済界の人が―

―沢田一精さんが知事の時代だけれども、2,

000万小切手をくれたんですよ、これでやっ

てくれと言って。しかし、すぐ導入できない

から、使い道がないから基金を造成しようと

いうことで始まったんですね、歴史的な経緯

は。ところが、それでしばらくしてピアノを

買ったということで、その経済人は、自分は

ピアノを買うためにやったんじゃなかと言っ

て怒んなはったと、御存じかもしれませんけ

れども。そういう経緯があるからちょっと聞

いたんですけれどもね、基金がその後どうな

っているのかなと思って。 
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○吉永文化企画課長 済みません、先ほどの

基金の名称でございます。特別企画事業積立

資産という名称になっております。 

 

○岩下栄一委員 ありがとうございました。 

 

○氷室雄一郎委員 危機管理防災課ですけれ

ども、説明があったと思うんですが、この県

民運動公園のほうは、今２つ、飲料水の部分

と防災トイレ、ちょっともう少し具体的に、

これはどのくらいの量で、この防災トイレと

いうのはどういうものなんですか。 

 

○岡田危機管理防災課長 県民運動公園のほ

うに整備を予定しておりますまず１つが、飲

料水兼用の耐震性の貯水槽でございます。40

トンの水量のものを２基設置する予定でござ

います。これは、主に応援で駆けつけてこら

れました自衛隊等の飲料水を賄うために、耐

震性を持ちます貯水槽を地下に整備するもの

でございます。 

 次に、防災トイレでございますが、これは

通常はベンチとして利用しながら、災害が起

こった際にはトイレに転用できるというふう

な内容のもので、個数としましては20基設置

する予定にいたしております。 

 以上でございます。 

 

○氷室雄一郎委員 この飲料水というのは、

一般の方には適用できないということですか

ね。 

 

○岡田危機管理防災課長 一応、県民運動公

園は、応援で駆けつけます自衛隊等の集結地

点にしておりますので、そちらのほうのため

の貯水槽という形で整備をいたします。 

 

○氷室雄一郎委員 もう１点、地域振興課で

すけれども、ロアッソ支援による地域振興策

ということで、これはロアッソに直接支援と

いうわけじゃなくて、補正予算に上がってき

たスポーツ振興、これはちょっと具体的なも

のとして何か御説明いただければと思いま

す。 

 

○吉田地域振興課長 今御指摘がありました

ロアッソ熊本の具体的な内容でございます

が、先ほど御説明した起業支援型地域雇用創

造事業、これは厚労省のほうの事業でござい

ますけれども、こちらを活用しまして、具体

的には、新規雇用ということで臨時職員３名

を雇用させていただくという形で、１つは、

今なかなかアスリートクラブ熊本の運営会社

のほうの経営基盤が厳しいところがあります

ので、ロアッソ熊本関連の商品開発というこ

とで、１名そこでやっていただくと。 

 残り２名の方は、ホーム活動推進というこ

とで、地域の商店街と連携をしてイベントを

やっていただくとか、地域振興をやっていた

だく、あとは保育園、幼稚園等々に選手を派

遣してそういった触れ合い活動をやっていた

だくとか、そういうことの企画立案ですね。

そういったことで２名のほうを雇用して、そ

ういった取り組みを進めていきたいというも

のでございます。 

 以上でございます。 

 

○氷室雄一郎委員 これは人件費の部分だと

思うんですけれども、期間限定で３名の臨時

職員を雇われると。どうなんですか。 

 

○吉田地域振興課長 こちらのほうの期間に

つきましては、１年ということで考えており

ます。事業がそもそも１年でございますの

で、１年ということで。 

 

○氷室雄一郎委員 期間が限られているとい

うことでございますけれども、これが今この

補正予算に上がってきたというのはどういう

意味がありますか。 
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○吉田地域振興課長 こういった仕組みが国

のほうから提示があったということで、今回

補正で上げさせていただいたということにな

ってございます。 

 

○福島財政課長 この事業につきまして、ち

ょっと補足説明をさせていただきます。 

 今年度の２月補正で計上させていただきま

した緊急雇用基金、これが17.7億円積み立て

をさせてもらっておりまして、２月補正でそ

のうち３億円、実際の最終予算で計上させて

いただいております。 

 中身につきましては、今地域振興課長から

御説明ありましたように、雇用期間が最大１

年、それと、委託先が起業後10年以内の企業

あるいはＮＰＯ法人等でございます。対象期

間が、平成25年度末までとなっております。 

 ２月補正で計上しました３億円のうちの一

部を、今回地域振興課のほうで活用していた

だくという仕組みになっております。 

 以上でございます。 

 

○氷室雄一郎委員 非常にありがたい部分だ

と思いますけれども、この３名の臨時職員で

効果があるように、しっかり支援の面が――

直接支援じゃございませんけれども、応援と

いう部分で、私も、しっかり効果が出るよう

にお願いをしたいと思っております。 

 

○溝口幸治委員 今のロアッソの支援のやつ

ですが、これは、そもそもＮＰＯ法人から県

のほうにこういう事業があるのでぜひ協力し

てほしいというお願いがあったのか、それと

も、熊本県のほうから、常日ごろからロアッ

ソ支援には力を入れているので働きかけたの

か、どちらですか。 

 

○吉田地域振興課長 こちらのほうにつきま

しては、日々やりとりをしていますので、こ

ういうものがあると周知をする中で、アスリ

ート熊本のほうからぜひ使いたいという話が

ありましたので、我々としてそういう手続を

させていただいていると、そういうところで

ございます。 

 

○溝口幸治委員 ロアッソ支援は、県民運動

として力を入れていかなきゃいかぬと思って

います。成績のことはあえて触れませんが、

できれば勝って、早く所期の目的を達成する

ようなチームづくりの強化にもつなげてほし

いと思いますけれども、直接のチームづくり

の強化のところというのはなかなか県として

は難しいので、こういうサポートというか、

そういうところに県は力を入れていくという

ふうに理解をしてよろしいんですか。 

 

○吉田地域振興課長 今溝口先生からも成績

のことは言わないということで、大変恐縮で

ございますけれども、Ｊ１の昇格を目指して

いる以上は、成績向上というのはもちろん最

優先の課題だと思います。 

 一方で、先生御指摘のとおり、なかなかそ

こに行政機関が云々という話でもないもので

すから、我々とすれば、こういう経営基盤の

中で、県としてできる範囲で御支援をさせて

いただくということかなというふうに思って

おります。 

 現在、経営のトップでもあり、チーム編成

の責任者でございます池谷代表取締役につい

ては、その実績、経験から十分頑張っていた

だけるというふうに思っておりますので、我

々としても、池谷代表を初めとして、アスリ

ートクラブ熊本をしっかり支えていきたいと

いうふうに思っております。よろしくお願い

いたします。 

 

○溝口幸治委員 しっかりロアッソ熊本を支

えて、県民運動として頑張っていただきたい

というふうに思います。 
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 加えて、サッカーだけではなくて、ほかの

スポーツでも、先般、松田県議も御質問され

ていましたけれども、プロバスケットの設立

だとか、ほかのスポーツもありますので、そ

の辺から働きかけがあった場合には、できる

範囲で対応いただくようにお願いをしておき

たいというふうに思います。要望です。 

 

○山口ゆたか委員長 ほかにありませんでし

ょうか。 

 

○大西一史委員 議案について１つ、10ペー

ジ、管財課にお尋ねします。 

 この地下燃料タンク増設に関しては、これ

で本館も新館も３日間対応できるようになる

ということだと思うんですが、この非常用の

食料であるとか水であるとか、そういったも

のの備蓄状況というのはどういうふうになっ

ているのかというのと、それともう１つ、そ

れをどこにというか、管理をしているのはこ

の地下なのかどこなのかというところなんで

すが、それをちょっとお聞きしたいんですけ

れども。 

 

○吉永管財課長 管財課でございます。 

 一応、停電の場合の非常用発電ということ

で、３日間の燃料タンクのお願いをしており

ますが、備蓄に関しては、せんだって南海ト

ラフの中で１週間というふうな目安も出てき

ているかと思いますが、備蓄に関しては、総

務部ではなくて健康福祉関係部局が所管して

いるかなと思っておりますが、県庁は３日間

程度というふうに聞いていますが、今回の国

の動きを踏まえて１週間程度にふやしていく

ような検討をされているやに聞いておりま

す。 

 以上でございます。 

 

○大西一史委員 部署が違うということであ

れば仕方がないと思うんですが、ある程度そ

の辺は管財課も共有しておいたほうがいいと

思いますよ。今ちょっとお聞きして、すぐ答

えられるかなと思ったんだけれども、答えら

れなかったので。 

 それはともかく、私、前から言っているん

ですけれども、この非常用の食料だとか水だ

とか、県庁職員も、大規模な災害がもし発生

した場合、最悪の事態、この中でずっと閉じ

こもって仕事をするという状況になったとき

に、やっぱり備蓄の――例えば、県庁でも10

何階までありますから、地下に備蓄している

と上まで運ぶのは大変だとか、これはいろん

なところで指摘がされているところなんです

よ。だから、例えば中間フロアぐらいにどこ

かに備蓄をして、最上階と地下とに分散させ

るとかですね。 

 これはスペースの問題があるからなかなか

簡単にはいかないと思うんだけれども、そう

いったこともやっぱりきちっと考えたほうが

いいというような防災のいろんなプロの方の

お話もありました。それによっていろんなロ

スが削減できるというようなこともありまし

たので、そういった点はぜひ考えておいてい

ただきたいというふうに思います。これは要

望として言っておきます。 

 

○岡田危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 ただいま大西委員が御質問になった件は、

災害対応する県庁職員の食料備蓄の件かと思

います。 

 それにつきましては、私のほうで計画をつ

くっておりまして、第２次配置分の――本庁

でいいますと、200人分の食料をアルファ米

2,000食、それから、飲料水につきましては6

00本の備蓄を準備いたしております。 

 

○大西一史委員 ということは、これで大体

何日ぐらいもつんですか。１週間もつという

ことですかね。 
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○岡田危機管理防災課長 ３食分でございま

す。 

 

○大西一史委員 ３食で大丈夫ですか。 

 

○岡田危機管理防災課長 一応、当座の初動

体制の必要人数分を確保するということで、

３食分備蓄をいたします。 

 

○大西一史委員 済みません、３食というこ

とは１日、まあ１日１食だと３日ということ

ですかね。 

 

○岡田危機管理防災課長 初動の体制で職員

も入れかわりますし、まずは、いわゆる食料

を確保しつつ、登庁するというのが難しい場

合に備えて３食備蓄をしているという考え方

でございます。 

 

○大西一史委員 その辺がどのぐらいが妥当

なのかよく考えていただきたいんですが、そ

れは３日電源が必要だとか、72時間の態勢を

不備なくやっていただくためには、やっぱり

それなりのものというのは――県民に向けて

の食料であるとか水であるとか、そういった

ものも当然必要なんだけれども、やっぱりそ

の辺は確実に備蓄できるように検討しておい

ていただきたいと思います。 

 以上です。 

 

○山口ゆたか委員長 ほかにありませんでし

ょうか。 

 

○髙木健次委員 15ページの情報企画課か

な、これは。 

 企画推進費で、情報通信格差是正事業費補

助で３億4,000万、おおむね山間地域といい

ますか、僻地、なかなか携帯電話が届かな

い、電波が届かないところの整備事業だと思

うんですけれども、これは五木村ほか何カ所

ぐらいあるんですか。 

 

○家入情報企画課長 今回の追加分は五木村

だけでございます。鉄塔が15基というふうに

なっております。 

 

○髙木健次委員 かなり各通信会社がいろい

ろ今まで整備をやってきて、相当、まあＮＴ

Ｔにしても、ＫＤＤあたりにしても、大分つ

ながるところの範囲が広くなってきていると

思うんですけれども、県全体でそういう電波

がまだつながらないというところが何％県土

の中であるのか、その辺わかりますか。 

 

○家入情報企画課長 県内の世帯でいいます

カバー率というのが、ただいま99.7％という

ことで、0.3％が残っております。残りの部

分につきましては、非常に事業者の採算性と

いうのが課題になっておりまして、なかなか

最後のほうが進みにくい状況になっていると

いうことでございます。 

 

○髙木健次委員 これは、その補助率という

のは、業者と幾らかずつ割合的にやるわけで

しょう。全額県が補助するわけではないです

よね。割合というのは何％ですか。 

 

○家入情報企画課長 今回計上させていただ

いております予算につきましても、これは全

額国庫の補助で、補助率が３分の２となって

おります。残りの３分の１を地元の市町村と

事業者が協議によりまして分担すると。市町

村の負担につきましては、過疎債、辺地債、

利用できるところにはそういった交付税措置

のある起債も充当できるというような仕組み

になっております。 

 

○髙木健次委員 あと0.3％ということは、

あとわずかということですよね。そういうこ
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とで、これは早く、いろいろ災害対策関係か

らしても非常に早く進めてほしいと思います

けれども、ただ、通信会社、いろいろＮＴＴ

とかありますよね。大体この申請をしてくる

というのは、市町村から上がってくるのはど

この通信会社が多いんですか。 

 

○家入情報企画課長 ちなみに、今年度整備

します当初予算で上げております八代市及び

今回追加で上げております五木村について

は、ＮＴＴとなっております。 

 

○氷室雄一郎委員 この情報化施策推進方針

案の中でお尋ねしようかと。あと残っている

この0.3％の地域というのは、具体的にはど

こなんです。そして、これはもう今後解消で

きる方向性みたいなものはあるんですか。 

 

○家入情報企画課長 これは大体市町村的に

はあと20市町村ぐらいとなっております。あ

とは集落が分散しているということで、地区

的には、県内でそういった市町村にまだ残っ

ているということでございます。 

 

○氷室雄一郎委員 方面をちょっと言ってく

ださい、どの市町村といいますか、県下に分

散しているんですか、集中しているんです

か。 

 

○家入情報企画課長 地域的には分散してお

ります。 

 

○氷室雄一郎委員 では、この0.3というの

は、なかなか解消する――県全体に分散して

いて非常に難しいということですね。 

 

○家入情報企画課長 やはり残りとなります

と、集落ごとの世帯数とかも少のうございま

すので、なかなか採算性等ございまして、ま

た、あと市町村等にとりましても、予算をそ

ういった世帯にどう振り向けるかという優先

順位等の問題もございまして、なかなかその

あたりの課題が解決できませんと、最後のも

う一息というところが進まないという状況に

はございます。 

 

○山口ゆたか委員長 ほかにございませんで

しょうか。 

 

○岩下栄一委員 鬼海先生もおいでておりま

すけれども、松橋収蔵庫のサテライト事業と

いうのが計上されているけれども、それ以前

に、そもそも県立博物館を断念ということ

で、非常に残念に思うんですが、私は、これ

は拙速に過ぎたんじゃないか、もっともっと

県民の世論に耳を傾け、なおかつ、博物館の

持つ社会的な効果とか、いろんなものをシミ

ュレーションしてやるべきじゃなかったかな

と思うんですけれどもね。これは個人的見解

ではあるけれども、知事の断念は拙速に過ぎ

たと思うんですよ。その点どうですかね。 

 

○吉永文化企画課長 文化企画課でございま

す。 

 先般、本会議で鬼海議員より御質問があり

まして、それに対して知事が答弁いたしまし

た。新聞には断念というふうに載っておりま

したけれども、あの際知事が申し上げました

のが、平成10年に策定された基本計画、それ

の見直しを視野に、新たな建設を前提としな

い、新たな熊本タイプの博物館像の検討に着

手するというふうに申し上げたところでござ

います。 

 背景といたしましては、従来、博物館に対

する考え方について、我が国においても、か

なり時代とともに変わってまいりまして、従

来ですと、保存に主眼を置いて、その次にい

わゆる展示に主眼を置く、そして教育、それ

から参加型、体験型という形で、我が国にお

ける博物館活動の潮流がかなり変化してきて
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おると、これが第１点。 

 もう１点といたしましては、平成10年当

時、基本計画が策定された当時とかなり状況

が違っておると。これも知事の答弁の中で申

し述べておりますけれども、平成20年、24年

と県立美術館で人文系の永青文庫の展示の充

実が図られておると。その一方で、今回議案

として上程させていただいております熊本市

立博物館における自然史系の展示という形

で、いわゆるハード面でもかなり状況が違っ

ているというような時代背景をもとに、従来

なかったんですけれども、建設を前提としな

いということを基本として、基本計画の見直

しを視野に検討に着手するというものでござ

います。 

 

○岩下栄一委員 非常に残念ですね。博物館

の持つ普遍的な価値というのは、やっぱり日

本国内だけじゃなくて世界的にもあるわけで

ね。何も背伸びして大英博物館とか何か言う

つもりはありませんが、九州国立博物館が太

宰府にできたときに、熊本も手を挙げろと言

ったんですよ。そうしたら、来ないでしょ

う。それは、太宰府のほうが歴史的にいろい

ろなものを見て九州国立博物館にふさわしい

ロケーションであるということは否定できな

かったから。でも、手を挙げることぐらいで

きたんですね、熊本も。やっぱりそのよう

な、何といいますか、文化というか、社会教

育というか、そういうものに対するもうちょ

っと積極的、力強い、そういう県政を期待し

たいんですけれどもね。 

 以上、意見として。 

 

○山口ゆたか委員長 御意見として承りま

す。 

 

○溝口幸治委員 今回、緊急経済対策あるい

は基金等を合わせて165億余りの計上がして

ありますが、緊急経済対策の予算も、まあ土

木とか農林の分も含めて、今からですよね、

仕事が出ていくのは。本会議でも知事が御答

弁されていたように、今回の現政権の経済対

策には、きちっと前向きに捉えて、夢４カ年

戦略、こういうのも実現していきたいという

お話がありましたが、まさにここからがやっ

ぱり大事なところで、政府とか県だけじゃな

くて、民間の方たちがやっぱりその気になっ

て上手に経済活動をやっていただくところに

成功の鍵はあるんだろうと思います。 

 そこで、県として、やっぱりきめ細やかに

対応していくために、ひょっとしたら事業が

進む中で、ここはもう一歩踏み込んだ後押し

をするべきじゃないかとか、あるいはお金を

わざわざつけなくても、現に今ある熊本県中

小企業振興基本条例やくまもと地産地消推進

県民条例などをきちっと、その精神をそれぞ

れの事業を行うときに発揮することによって

経済活動がうまくいくというパターンがある

と思うんですが、それぞれの各課がそういう

精神を持ってやっていただく――やっていた

だいているんだろうとは思いつつも、やっぱ

り仕事に追われてというか、そこまでなかな

か気が回らない方々もいらっしゃるんじゃな

いかと思いますが、そういうのも含めて、県

の組織として、やっぱりそういうところに目

を光らせていく、そして成長産業にその時々

で力を当てていくみたいな、トータルの何

か、戦略室と言うのがいいのかどうかわかり

ませんが、そういう組織がきちっと県の中に

あって、今回のこの841億も含めた予算、当

初予算も含めた予算が、きちっと経済活動が

活発になっていって、最終的には所得の向上

や給与にはね返ってくる、下がった皆さん方

の給料もいつか取り戻すぐらいのそういう循

環をしていかないと、ただただ予算は組みま

した、たくさん組みましたというところで今

我々は喜んでいますが、やっぱり最終的には

雇用や税収にはね返ってくるとこら辺まで行

かなければならないというふうに思います
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が、その辺を県としてどういうふうな捉え方

をしていくのか。いや、日ごろから、こうい

う組織があって、そこでちゃんとチェックを

しているという組織があるのか、それとも、

今後そういうところは新たな指導というか、

意思疎通をやっていくつもりがあるのか。 

 

○錦織企画振興部長 お答え申し上げます。 

 まず、結論として、溝口委員の御指摘のこ

とは全くもっともなことで、昨年末の経済対

策が策定される段階の時点で、熊本として、

国に先んじて施策を提案していく、そのため

の情報を民間からあるいは各地域の自治体の

方々から吸い上げるという取り組みを、県と

してまず主体的にとらせていただいたところ

でございます。 

 そのためには、県庁に組織をつくりまし

て、これは本部長が県知事になっておりまし

たけれども、済みません、今手元に正式な名

称はちょっと持っておりませんが、そのもと

でまず全体の組織をいたしまして、今度は審

議監クラスで各部局の調整を行う組織をつく

りまして、そういう形で有機的につながる形

で県内での検討を進めてまいった結果が今回

の補正予算であったということでございま

す。 

 一方、国に対する働きかけの仕方といたし

ましては、時宜を捉えて、知事を筆頭に、県

議会議長、副議長も御一緒いただきながら、

政権与党なりあるいは各所管官庁に要望活動

を行ってまいりました。 

 その要望の中身につきましても、その時々

に応じて必要なものを打ってきたつもりでご

ざいまして、予算措置はもちろんのこと、今

後３本の矢のうちの１本である規制改革が進

んでまいりますので、それにあわせて既に国

に対しては、この６月の時点で、熊本として

関心を持っている規制緩和要望というのも含

めて、今回新たに提出したところでございま

すので、今後ともこうした体制のもと、企画

振興部が横串部局として全体の意見を集約し

ながら的確な施策の提案を行っていきたい

と、このように考えております。 

 以上です。 

 

○溝口幸治委員 ぜひそうしてほしいと思う

んですが、私が恐れているのは、たくさん予

算もとりました、仕事もたくさんあります、

しかし、なかなか地域で金が回らない、経済

循環しないということになると、結局何だっ

たのかという話になるので、やっぱりそこま

できめ細かく我々がチェックしていく、もち

ろん議会側もチェックしていかなければなり

ませんが、執行部から仕事が発注されたり、

事業を委託したりというのが多いわけですか

ら、そこできちっとその精神が――私がいつ

も申し上げている、県内の中小企業をいかに

守っていくか、あるいは地元でとれたものを

地元の中できちっと流通させていく、経済循

環させていく、その精神をきちっとそれぞれ

に伝えていただきたいのと、それをぜひチェ

ックしていくような体制をつくっていただき

たいというふうに思います。総務部長、最後

に御答弁よろしくお願いいたします。 

 

○岡村総務部長 今企画振興部長からお話し

ありましたように、連絡体制がきちっととれ

るようにはしておりますので、今の溝口委員

がおっしゃった趣旨も含めまして、再度機会

あるごとに周知を図ってまいりたいと思って

おります。 

 

○氷室雄一郎委員 今の溝口委員と関連する

んですけれども、今各市町村の首長さんたち

と――ほぼ30名ぐらいですかね、いろんな懇

談会をさせていただいております。 

 今、この地域の元気基金というのが経済対

策でおりてきましたけれども、例えば阿蘇関

係は、県境の道路予算としてはつきました、

しかし、熊本県だけで頑張ってみても、道路
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はつながっているわけでございますので、大

分とか宮崎とか、そういうしっかりした協議

をして、せっかく予算はついたんだけれど

も、それが有効に活用できるように、その辺

も配慮していただきたいという御意見も伺い

ました。どこでこういう発言をしたらいいの

かというのはよくわからぬのですけれども、

企画振興部長か総務部長、県境の国道、県道

関係、その辺の改修なり、また予算がついて

いるわけでございますけれども、しかし、そ

れだけにとまらないで、道路というのはつな

がっているわけでございますので、その辺、

各県の協議の上で、その事業が効果的に推進

できるようにお願いをしたいという御要望が

ございました。その辺について、ちょっとお

答えをいただきたいと思いますけれども。 

 

○岡村総務部長 直接的なお答え、具体的に

お答えを申し上げることはちょっと難しゅう

ございますけれども、その辺は国の役割もあ

るのかなという気もいたしますので、県道と

いうことで今先生おっしゃいましたけれど

も、効果的なやり方等についてどんなふうな

形でやっているのか、もう一度ちょっと精査

をさせていただきまして、お答え申し上げた

いと思います。 

 

○氷室雄一郎委員 具体的なところはこちら

でつかまえておりますので、またその辺は個

別に、要望がありましたという、そういう御

意見なり――せっかくこういう緊急経済対策

によってある程度の予算もついた、そういう

喜びと、あるいはまたそれが効果的にいくよ

うに、やっぱりそういう他県との協議をしな

がら進めていくということが一番有効じゃな

いかという御意見もありましたので、お伝え

して、後でもう少し協議をさせていただきた

いと思います。 

 

○山口ゆたか委員長 ほかにありませんか。 

 

○髙木健次委員 22ページの税条例の改正で

すけれども、(2)(3)番、サ高住の減免措置で

すか、それと、適用期限をあと27年の３月ま

で延期するということですが、これはやっぱ

りサ高住あたりの需要に鑑み、県が推進して

いる福祉の向上につながるこういう住宅を、

どんどん今からつくってほしいということで

の減免対策あるいは適用期限の延期につなが

ることとしての税条例の一部改正なんです

か。 

 

○渡辺税務課長 基本的には地方税法の改正

に伴う改正でございますけれども、全般的な

措置としましては、今委員御指摘のとおりだ

というふうに理解しております。 

 

○髙木健次委員 じゃあ、やっぱり県として

は、まだこのサ高住あたりの施設をつくって

いかなければならないからということでのこ

の税条例の改正だと思うんですけれども、そ

れに間違いないんですか。 

 

○渡辺税務課長 方針として明確なものがあ

るかどうかちょっと今のところ把握しており

ませんけれども、民間のほうで、そういう事

業に取り組みやすい環境整備ということでの

適用期限の延長であるということでございま

す。 

 

○髙木健次委員 わかりました。 

 もう１つ、衝突軽減ブレーキを搭載した車

の改正なんですけれども、これはバスを追加

するということですけれども、対象はトラッ

クですか、今まではほとんど。 

 

○渡辺税務課長 これまではトラックのみで

ございましたけれども、昨年のバスの高速で

の事故を踏まえまして、バスまで対象を拡大

したものでございます。 
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○髙木健次委員 これは、非常に申請といい

ますか、こういう搭載した車がどんどん出て

きているというふうに解釈していいんですか

ね。 

 

○渡辺税務課長 昨年始まった制度でござい

まして、今のところ数字はちょっと把握して

おりませんけれども。 

 

○髙木健次委員 わかりました。以上です。 

 

○山口ゆたか委員長 ほかにありませんでし

ょうか。――なければ、これで付託された議

案等に対する質疑を終了いたします。 

 それでは、ただいまから本委員会に付託さ

れました議案第１号、第４号及び第13号につ

いて、一括して採決したいと思いますが、御

異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○山口ゆたか委員長 異議なしと認め、一括

して採決いたします。 

 議案第１号外２件について、原案のとおり

可決又は承認することに御異議ありません

か。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○山口ゆたか委員長 異議なしと認めます。

よって、議案第１号外２件は、原案のとおり

可決または承認することに決定いたしまし

た。 

 続きまして、請第29号消費税増税の実施中

止を求める意見書の提出に関する請願につい

ては、国レベルの問題でありますので、執行

部からの説明は省略いたします。 

 次に、採決に入ります。 

 請第29号については、いかがいたしましょ

うか。 

  （｢不採択」と呼ぶ者あり) 

○山口ゆたか委員長 不採択という意見があ

りますので、不採択についてお諮りいたしま

す。 

 請第29号を不採択とすることに御異議あり

ませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○山口ゆたか委員長 御異議なしと認めま

す。よって、請第29号は、不採択とすること

に決定しました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○山口ゆたか委員長 異議なしと認め、その

ように取り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が２件あっており

ます。 

 まず、報告について執行部の説明を求めた

後、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、関係課長から順次お願いしま

す。 

 

○原市町村行政課長 市町村行政課です。 

 報告資料の市町村合併の効果と課題等につ

きまして御報告いたします。 

 当報告につきましては、道州制問題等特別

委員会におきまして、道州制を議論する上で

は市町村合併の総括や検証が必要との御意見

があり、これまでの検証によります効果や課

題等につきまして、昨日報告いたしました。

所管の総務常任委員会にも御報告いたしま

す。 

 資料１ページをお開きください。 

 ここには報告の概要を記載しております。 

 合併の効果や課題等につきましては、下か

ら２段目でございますが、平成19年度に一度

取りまとめて公表いたしておりますが、本日

は、平成18年度から毎年開催しております連

絡会議を通じまして把握してきたものに加え
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まして、最近の国の動き等を現時点で整理し

たものを御報告いたします。 

 ２ページをお開きください。 

 平成の合併の主な経緯のページでございま

す。 

 平成の合併は、真ん中ほど、推進期間とい

うことで、平成11年度から21年度までの11年

間にわたりまして積極的に推進されておりま

す。 

 なお、現在は、一番右側の列でございます

が、平成22年度に合併特例法が改正されまし

て、国、県の積極的な関与は廃止され、市町

村の自主的な合併が円滑に進むような方針に

変わっているところでございます。 

 ３ページをごらんください。 

 こちらは全国の平成の合併の進捗状況を記

載しております。 

 ４ページをお開きください。 

 ４ページは、県内の合併の状況でございま

す。 

 平成の合併によりまして、県内は市町村数

が約半減いたしまして、平均人口、平均面積

は約２倍ということで、規模の拡大が行われ

ておるところでございます。 

 ５ページをごらんください。 

 ここからは、合併の効果につきまして、こ

れまで報告があったものの代表事例を載せて

おります。 

 １つ目の住民サービスの向上でございます

が、一番下の欄、代表例でございますが、八

代市では、合併前の図書館が統合されまして

システムが統合されましたので、住民の利便

性が向上したという声がございます。 

 ６ページをお開きください。 

 ２つ目の合併効果としまして、広域的なま

ちづくりが各地で行われております。例え

ば、菊池市におきましては、相乗りタクシー

の運行を全域に拡大することによりまして、

地域の公共交通が確保されているとの報告が

あっております。 

 次に、３つ目の合併効果としまして、行政

体制の強化が図られており、例えば玉名市や

菊池市などでは、地域の政策ニーズに対応し

た専門組織が設置されているところでござい

ます。 

 ７ページをごらんください。 

 ４つ目の合併効果として、財政支援を活用

した施設の充実が図られております。例え

ば、教育施設関係では、あさぎり町におきま

して、合併後も小規模中学校が存在いたしま

したが、市町村合併したことによりまして統

合協議が円滑に進み、１学年４から５クラス

程度の規模となりまして、教育環境の向上が

図られておるとの報告があっております。 

 ８ページをごらんください。 

 ８ページは、合併の準備段階から合併後の

まちづくりに対します国からの財政支援とし

まして約2,559億円、県からの財政支援が約1

16億円が措置をされております。 

 ９ページをごらんください。 

 特別職、議員等の削減がありまして、真ん

中ほどの表ですが、左のほうで、削減数は約

６割に達しておりまして、右のほうの表です

が、削減額としましては年間で約31億円の削

減ということで、財政面では大きな効率化が

図られているところでございます。職員数に

つきましても、合併前との比較では、2,252

名、13.8％の削減ということで、合併後、計

画的、段階的に適正化が図られております。 

 10ページをお開きください。 

 合併の課題と対応策について記載いたして

おります。 

 １つ目は、よく言われます本庁が遠くなる

ので不便になったという声ですが、代表事例

としましては、宇城市におきまして、合併後

も旧町役場を支所として維持し、行政サービ

スの低下防止に努められているところでござ

います。 

 ２つ目の課題、中心部だけがよくなり、周

辺が寂れるというところにつきましては、例
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えば天草市におきましては、まちづくり協議

会等を設置されまして、市民との協働による

まちづくりが推進されているところでござい

ます。 

 ３つ目の課題でございますが、地域の歴

史、文化、伝統が失われるという課題に対し

ましては、例えば熊本市南区富合町といった

名称で、歴史と愛着のある旧町村名とか字名

を残されているところでございます。 

 ４つ目の課題、事業の廃止や使用料の値上

げが合併を機に行われたのではないかという

声がございますが、これは合併とは直接関係

なく、各市町村で行財政改革が行われている

ことにつきまして、住民への説明不足で御理

解いただけていない点があると考えられま

す。 

 11ページをごらんください。 

 こちらは、昨年末に、国が全国の市町村の

実態調査を行ったものでございます。 

 その結果でございますが、(1)市町村合併

による効果につきましては、①の専門職員の

配置、充実などに多くの市町村が回答をいた

しております。 

 (2)の合併後の行財政運営上の課題につき

ましては、⑤の公共施設等の統廃合が難航し

ているということについて、多くの市町村が

回答いたしております。 

 (3)の行政区域の広域化に伴う課題への対

応につきましては、⑤でございますが、地域

単位でコミュニティー活動等を行う団体への

支援を行っているというところに多くの市町

村が回答いたしております。 

 12ページをお開きください。 

 これは、３年前の平成22年に総務省が合併

特例法を改正するときに総括しました平成の

合併の概要でございます。 

 資料２段目でございますが、平成の合併の

評価としましては、合併の本来の効果があら

われるまでには10年程度の期間が必要である

ということ、また、合併の評価は大きく分か

れているというのを総括してございます。 

 資料の４段目でございますが、これからの

基礎自治体の展望につきましては、基礎自治

体である市町村の役割が重要になるというこ

とで、①の市町村合併、②の広域連携、③の

県による補完などの中から、市町村が最も適

した仕組みをみずから選択していくことが必

要であるとされております。 

 最後に、13ページ、まとめでございます

が、御説明しましたように、合併には一定の

効果もあらわれておりますが、多くの課題も

残されております。このような中、下から２

段落目でございますが、昨日25日に、総理に

第30次地方制度調査会から答申がなされまし

て、その中では、合併市町村の実態調査など

を踏まえた議論の結果、行政区域の広域化を

踏まえた財政措置の必要性が答申されたとこ

ろでございます。 

 一番下になりますが、最後になりますが、

来年以降、多くの合併市町村が節目となる10

周年を迎えます。そこで、今後の支援・連絡

会議におきましては、検証の内容や方法、例

えば第三者による客観的な調査、検証などの

方法も含めて、市町村と十分検討し、連携し

て検証を充実させていきたいと考えておりま

す。 

 報告は以上です。 

 

○家入情報企画課長 それでは、お手元の熊

本県情報化施策方針(案)の概要により説明を

行わせていただきます。 

 一番上の１、情報化施策推進方針について

にございますように、推進方針の策定の目的

は、新４カ年戦略の期間中に、社会情勢や情

報通信技術の動向を踏まえ、本県における地

域情報化及び電子県庁化の方向性を明らかに

することにより、情報化施策をより総合的、

効果的かつ計画的に推進することにございま

す。 

 その下の２、現状及び課題の(1)の社会情
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勢につきましては、光ファイバー等ブロード

バンドの利用が拡大したこと、携帯、スマー

トフォン等の普及によりパーソナル化が進ん

でいること、インターネットが重要な情報源

となっていること、ソーシャルネットワーク

サービス等、ソーシャルメディアの普及によ

りコミュニケーション行動が変化しているこ

となどを挙げております。 

 (2)の課題ですが、まず①地域情報化の１

つ目の白丸、地域情報化のための基盤整備に

つきましては、情報通信技術、いわゆるＩＣ

Ｔの利便性を享受するには基盤の整備が必要

で、定住促進や企業誘致の上でも重要な要素

となっておりますが、事業者の採算性の点か

ら都市部中心に整備が進められており、地域

間格差が課題となっております。 

 また、情報端末の普及による多様な利用形

態への対応や、外国からを含めまして来訪者

等へのサービス充実のため、公衆無線ＬＡＮ

の環境整備への需要が高まっております。 

 ２つ目の白丸のＩＣＴを活用した課題解決

と地域活性化につきましては、防災や安心、

安全に関する情報の迅速な伝達とともに、さ

まざまな地域課題におけるＩＣＴの活用が求

められております。 

 また、国内外への熊本の魅力の発信ととも

に、県民の多様なライフスタイルに対応でき

る魅力的な情報の提供が求められておりま

す。 

 ３つ目の白丸の情報セキュリティーの確保

につきましては、新たな手法による事案が発

生しており、最新情報の把握、それから、利

用者の意識の向上、適切な対策が求められて

おります。 

 その次のＩＣＴを有効活用できる人材の育

成につきましては、地域における情報基盤の

整備、それから施策の推進とあわせまして、

それらを担う人材の育成が必要となっており

ます。 

 ②の電子県庁化につきましては、情報シス

テムは行政サービスを効果的に行うための不

可欠なツールとなっておりますが、引き続

き、経費節減や情報セキュリティーの強化、

大規模災害発生時の業務継続等の体制の整備

等が求められております。 

 右側の３の基本方針ですが、基本方針で

は、現状及び課題を踏まえた取り組みの方針

を示しております。 

 (1)の地域情報化の取り組み方針の①地域

情報化のための基盤整備につきましては、引

き続き国、市町村等と連携しながら、超高速

ブロードバンドの整備促進、携帯電話の不感

地域や地上デジタル放送の難視地域の解消に

努めますとともに、情報発信力の強化、来訪

者の利便性の向上、災害時の情報伝達手段の

充実のため、公共施設等における公衆無線Ｌ

ＡＮの環境の整備を進めることとしておりま

す。 

 ②ＩＣＴを活用した課題解決と地域活性化

につきましては、新４カ年戦略における取り

組みにＩＣＴを活用し、地域の現状やニーズ

を踏まえた地域振興を図っていくこととして

おります。また、情報を迅速かつ効果的に提

供するため、これまでのホームページやメー

ル配信サービスの充実に加えまして、ソーシ

ャルメディアを活用した情報発信に努めてま

いりたいと思っております。 

 ③の情報セキュリティーの確保につきまし

ては、関係機関等と連携しまして、セミナー

の開催等により県民の皆さんの情報セキュリ

ティーに係る意識の啓発に努めてまいりま

す。 

 ④のＩＣＴを有効活用できる人材の育成に

つきましては、人材育成プログラムの構築や

子供たちに対するＩＣＴ教育の充実等に取り

組んでまいります。 

 (2)の電子県庁化の取り組み方針につきま

しては、県のシステムについて、安定稼働、

それから、使いやすさの向上、コストの削減

等の観点から、不断の見直しを行っていくこ
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ととしております。 

 情報セキュリティー対策につきましては、

昨今、標的型メール攻撃等の新たな事案も発

生しておりますことから、対策の強化を図っ

てまいります。また、大規模災害における業

務継続計画の策定にも取り組んでまいりま

す。 

 一番下の枠囲いの４の推進体制ですが、推

進体制につきましては、市町村や各種団体、

大学、ＮＰＯ、企業等と連携、協働し、さま

ざまな分野における情報化を進めてまいりま

す。 

 また、庁内におきましては、副知事を本部

長とします熊本県高度情報化推進本部を中心

に、全庁的に情報化施策の推進を図ってまい

ります。 

 なお、この情報化施策推進方針につきまし

ては、社会情勢やＩＣＴの変化、伸展が急速

であることを踏まえまして、毎年度、内容の

検証を行い、必要に応じて改定を行うことと

したいと思います。 

 資料の右下になりますが、今後の予定とい

たしましては、現在６月10日から７月９日ま

でパブリックコメントを実施しておりまし

て、推進方針の策定、公表は７月末を予定し

ております。 

 なお、この推進方針を策定後、平成25年度

における情報化施策の概要、情報化施策の体

系、それから、各施策をまとめました実施計

画を策定することとしております。 

 説明は以上です。 

 

○山口ゆたか委員長 報告が終了しました。 

 質疑を受けたいと思います。質疑はありま

せんか。 

 

○鬼海洋一委員 今、市町村合併の効果と課

題等について、現段階における整理をされた

結果が発表、報告いただきました。 

 実は、私、ちょうど１年前の６月議会、代

表質問でこれは取り上げました。合併をし

て、あさぎり町はちょうどことしで10年を迎

えたわけですけれども、平成の合併の大半

が、あと２年もすると、ちょうど特例期間10

年が過ぎますよ、その中から、例えば交付税

等についても、段階補正をしながら５年間で

非常に厳しい状況になるという予測のもと

に、現段階での総括をしながら、各合併した

ところの不十分なところを補っていくという

ような県としての対応が必要ではないかとい

うのが趣旨でした。 

 それと同時に、道州制の問題についても、

市町村とそれから県の意思の疎通が図られて

いない問題について、どうされるんですかと

いう質問をしたわけですけれども、きょうの

報告を聞いていまして、率直に言って、きの

う道州制の議論の中で相当あったようであり

まして、大西県議なんかも厳しい質問もした

というふうにお聞きいたしておりますけれど

も、この程度のことでは合併の総括になり得

ないのではないかと。 

 例えば、じゃあこの間、交付税等について

も措置をされてきたわけでありますが、その

交付税措置をされてきた部分の金額的な、つ

まり財政総額とそれから合理化がどの程度図

られてきたのか。十分、合併した、そして期

待をしたような各合併町村のあるいは市の合

理化がなされてきたのかどうかということを

考えてみると、まだまだ――じゃあ、これが

財政的な特例が切れたときに、市民の生活は

どうなっていくんだろうかという懸念を非常

に強く私は持っています。 

 きょう、かなりいいものだけを、合併、こ

ういうぐあいになりましたよというような報

告がなされているわけですが、例えば宇城市

あたりは、このたった８年間で、旧５町、こ

の間の格差が膨大に開いているんですね。例

えば三角あたりは、１万人いた人口が、わず

か８年間で1,500人ぐらい減って、8,500人ぐ

らいの大台に今なっている。たった８年間
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で、あの松橋と三角、1,500人も少なくなっ

ている。ただ、松橋は、その間600人ぐらい

ふえていると。 

 これは宇城市だけではなくて、私は、天草

は顕著だというふうに思っているんですけれ

ども、そういう意味での格差が地域間で非常

に大きく出てきている、そういうものについ

てどうしていくのか。つまり、振興ビジョン

の関係もありますけれども、もっとこのスポ

ットの当て方が、小さなスポットじゃなく

て、そういうこれからの地域振興ビジョンも

含めてどうしていくのかという意味では、も

う少し分析の中身を幅を広くする、底を深く

するということが大事ではないかというふう

に思っているんですが、今回、いずれにして

もこういうぐあいにとりあえずの総括分析が

なされました。 

 それから、その中でお話しになりましたよ

うに、新しい法律では、県と市町村の関係が

なかなか厳しい状況になっているようであり

ますが、しかし、私ども地域の者から言う

と、最初から、合併するときから指摘してき

たように――当初、潮谷知事は、それは地方

の自由ですというような話をされておりまし

たが、だんだんだんだん合併の実を上げるた

めの県の関与が強くなった結果としての平成

合併がなされたわけですね。一番端的な例

は、この熊本市の政令市です。知事が先頭に

立って誘導してきた結果が政令市誕生を迎え

たわけでありますけれども、そういう意味で

は、やってきた、そして、それをずっと尻を

たたきながら誘導してきたその役割を県が果

たしてきたわけでありますから、今回の特例

が終わって新しい段階に入ろうとする市町村

の運営についても一定の責任があるのではな

いかというふうに思っているわけであります

けれども、その辺についてどうお考えなのか

ということをまず、そしてまた、今回のこの

分析結果がこれでいいかどうかということで

今申し上げたわけでありますが、きのうの道

州制の委員会の議論も踏まえて少しお話しい

ただければというふうに思います。その後、

また質問があります。 

 

○原市町村行政課長 きょうの御報告です

が、冒頭申し上げましたように、一度、平成

19年度には、各市町村からのヒアリングと

か、住民モニターの方からの直接のお話を聞

いておりますが、それ以降は、毎年の会議で

出された課題等を積み重ねて、きょう一応整

理したものという形でございます。 

 きのうも御指摘がございましたように、ま

だまだこれで我々も十分とは思っておりませ

んので、ちょうど来年以降多くの市町村が合

併10周年を迎えますので、合併算定替えも終

わる時期を迎えるということですので、検証

につきましては、市町村からのヒアリングは

もちろんのことですけれども、住民の声を直

接聞く方法あたりも含めあるいは財政面のデ

ータ分析も含めて、市町村と相談しながら総

合的な検証をやっていきたいと思っておりま

す。 

 

○鬼海洋一委員 算定替えがあと１年で終わ

るあるいは１年半ぐらいで終わるという自治

体、ほとんどですよね。そうすると、今にな

って、例えば私のところの宇土市が合併をし

ておりません。宇土のほうがよかったじゃな

いかという、あと10年後を迎えた段階でのそ

れぞれの財政事情を考えたときに、そんな意

見も出ているわけです。 

 しかし、やって既に８年、９年はたってい

るわけですから、これを後戻りさせるわけに

はまいらぬわけですので、今この段階でもう

少し綿密に分析をしながら、じゃあそういう

ところに対して、新たなどういう手だてをす

れば問題点になっているものを克服できるか

どうかというものを今やらなきゃいかぬ時期

だと思いますので、その点をぜひお願いして

おきたいというふうに思います。 
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 次に、実は、今回の道州制の問題につい

て、この町村会の中では、道州制の前に、今

報告があったような合併の検証をすべきでは

ないかというような主張が強く出されており

ます。それはもう御承知のとおりですね。 

 それで、実は、去年のこの時期にも、出先

機関の特例法案が国会の中で議論をされて、

そして、御承知のとおり、４機関が地域の連

合のほうに移譲されるという状況になりまし

た。このときも、同じように町村会のほうか

らはかなり厳しい批判が起こりました。しか

し、このときの批判の主な理由というのは、

今回の北部豪雨の件もありますけれども、も

し災害が発生したときに、そういう機関が国

から移譲されて、それを――つまり広域連合

ですよね。九州の連合の中でそういうものを

事務として担うことができるのかどうかとい

う、つまり機能としての批判、御心配が大半

だったというふうに思っています。 

 そしてまた、今回新たな批判が巻き起こっ

ています。しかし、今回は少し内容が違うと

いうふうに思うんですね。例えば、今回、推

進基本法が今自民党のほうで議論をされて、

そして国会のほうに上程されようかというよ

うな状況になっています。 

 今回のこの基本法の最大の問題は、つまり

国が持っている権限を道州に、ほとんど国を

維持していくための根幹にかかわらないもの

については道州に権限を移譲します、都道府

県が持っていたその権限は基礎自治体に移譲

するんですと。つまり、ここで基礎自治体そ

のものの今後の展開のありようというもの

が、現行の町村長会にとっては極めて大きな

問題だというその憂慮の中から、この問題は

どうなっているんですかと。 

 そうすると、新たな基礎自治体というの

は、この中で考えられているのは20万の都市

ですよね。つまり、県が持っていた権限を移

譲して、それを事務的に実行できるためには

20万が必要ですと、そして、20万の中でそう

いうものをやっていくことのできる体制をつ

くるんですというのが、この大きな道州制基

本法案の流れになっているわけであります

が、その点の懸念があるから町村会で大変な

問題提起で批判を受けているわけでありまし

て、ちょうど１年前とも少し中身が違うんで

すね。 

 そういうものについて、私は、これまでの

議論の推移をずっと見守っておりますけれど

も、県としてちょっと違うんじゃないのとい

うふうに思う点があります。それはどういう

ことかというと、県があって、町村があって

という２つの組織が対立しているわけじゃな

いんですね。市町村があって、その集合体と

して県があるわけでありますから、やっぱり

県がこの道州制に向かおうとするときは、市

町村の一定の理解とそして協力体制がなけれ

ば、県として進むということはできないので

はないかと。 

 そういう意味で、これまでの県そのものの

道州制に対する議論のあり方というのが、こ

の町村の意向との関係で――去年、私は本会

議の中でも言ったんです、町村との連携、話

し合いをやってくださいと。ほとんどやられ

ていなかった、１年間。そういう状況もお聞

きいたしておりますが、その辺の問題につい

て、市町村との関係をどう考えているのか、

この今求められている課題についてどういう

ふうにお考えなのかということ、この２点だ

けお聞かせいただきたいと思います。 

 

○小原企画課長 今鬼海委員のお話のほう

で、道州制に関しての県と市町村とのかかわ

り方ということで、特に今市町村が非常に不

安を持っているということでございました。 

 確かに、今、道州制の導入にかかわりまし

ては、自民党、公明党のほうで法案の提出の

動きがあっております。その中でも当然でご

ざいますが、これまでも基礎自治体のあり方

について十分な検討が行われなかったという
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ことで、これは鬼海委員のさきの知事答弁で

も申し上げているとおりでございますが、十

分ではありませんでしたと。 

 そういうことで、今後も基礎自治体のあり

方につきましては、急速に進む少子高齢化や

人口減少の中で、住民に最も身近な市町村に

とっても議論をしていく必要があると思って

おります。そういう意味では、今後市町会や

町村会などとも意見を出し合う機会を設ける

ことで、道州制の課題や懸念について、地方

の立場からもしっかり議論をしていきたいと

思っております。 

 

○鬼海洋一委員 道州制の流れというのは、

必ずしも私はまだ、これに参加している議員

も含めて、同じような方向でやれという状況

になっていないというふうに思うんですね。 

 例えば、これは計量政治学でいいますと、

道州制、つまりアメリカ型の政治がなされて

いくという、そういう素地、そういう状況に

なっていくのではないかというふうに思って

います。 

 しかし、自治体のあり方については、ドイ

ツもあるいはフランスもイタリアも、少ない

村の人口で豊かな生活で暮らしているところ

もあるわけでありまして、必ずしも日本とい

う風土の中で道州制が全てかというふうに言

われると、まだ問題点もあるわけであります

から、そういう意味での議論をぜひ展開でき

るような状況をつくっていただきますように

お願いしておきたいというふうに思います。

きょうは、それ以上は申し上げません。 

 

○山口ゆたか委員長 ほかにありませんでし

ょうか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○山口ゆたか委員長 ありませんでしたら、

これで報告に対する質疑を終了いたします。 

 次に、その他で何かありませんか。 

 

○大西一史委員 その他ということでござい

ますが、実は、先日、熊日新聞にも出ていま

したけれども、熊本市電あるいは県内のバス

事業者５社、その辺でのＩＣカードの導入に

ついての記事が出ておりました。 

 これについては、なかなか一本化ができな

いというような記事で、何がいいのか悪いの

かも含めていろいろと話が出ているようなの

ですが、私、このＩＣカードの導入に関して

は、県議会の代表質問の中で、これは23年の

２月定例会、３月３日の代表質問の中で質問

をしています。できるだけ全国相互で利用で

きるような汎用性の高いシステムを導入する

ように調整すべきだという話をしておりま

す。 

 これについて、当時の企画振興部長の答弁

は「県民の利便性の観点、新幹線開業を生か

した交流促進の観点、さらには地域活性化を

図る観点から、全国で相互利用でき、電子マ

ネーや地域活性化に寄与する機能も付加され

たＩＣカードが望ましいと考えておりま

す。」というふうになっていて、今後の費用

対効果、その辺も含めて、国の支援制度の内

容や全国相互利用の検討動向なども見きわめ

ながら交通事業者の取り組みを支援してまい

ると、こういった答弁が当時――２年前です

けれども、されています。 

 今まだその調整ができていないということ

なんですが、今でも、これは県の考え方とし

ては、全国相互利用できるという汎用性の高

いＩＣカードを導入すべきだという考え方に

変わりはないかどうかを確認したいんです

が。 

 

○中川交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 ＩＣカードの導入につきましては、ただい

ま委員御指摘のような状況にございます。２

年前のこの答弁で、相互利用の観点、地域活

性の観点、それから交流促進の観点という、
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こういう観点を踏まえて、そういう環境が熊

本県内においても整うことは望ましいという

ところは変わりはございません。 

 ただ、この答弁の際に、今改めて事業者等

の話を聞きながら、一つ課題なのではないか

と今考えておりますのが、県内における公共

交通システムの維持、どうやってこのシステ

ムを安定的にやるのか、そういう観点も必要

ではないかと、今そういうのも頭に入れなが

ら事業者あるいは熊本市等と議論をしている

ところでございます。 

 以上でございます。 

 

○大西一史委員 公共交通、利便性と、当然

それはバス会社なりなんなりが、コストの壁

とか――これは新聞に載っていましたけれど

も、それでバス会社全部が潰れてしまうよう

なことになりゃ、それはだめなんだけれど

も、現実的にこのカードの導入がそういうこ

とに直結するというような考え方であるのか

どうかというと、ちょっとその辺は疑問があ

ります。 

 経営の安定性という意味で、できるだけコ

ストを抑えて安いカードにしようというの

は、非常に交通事業者側の事情としても理解

できないことはないんですが、一方で、この

地域限定型のカードというのは、私は結構―

―これはいい部分もあるとは思うんですが、

やっぱり問題が多い。全国で、もう既に全国

相互利用型カードというのが8,000万枚以上

実は普及をしているということであります。 

 そういう状況があると、最初の導入コスト

は地域限定型が安いかもしれないけれども、

地域限定型を持った人は、県外でも使えな

い、県内だけは使えるけれども、県外から来

た人は使えないというようなことになって、

それを補うために片利用ということで、ＳＵ

ＧＯＣＡとかを片方だけ利用できるようなシ

ステムを新たにつけ加えようというような話

だろうと思うんですが、それでもまだ完全に

そういうようにならないという状況があるん

ですね、これはショッピングでも何でも。 

 県民からのいろんな要望も、それから市民

のいろんなアンケートからしても、どう考え

ても８割以上、市民のアンケートあたりでも

８割以上が全国相互利用型を催促しというよ

うなことが議会で議論されているというふう

に伺っていますが、これは熊本市だけの問題

じゃなくて、熊本県全体のバスとか、それか

らＪＲであるとか、いろんな公共交通機関、

高速バスだってそうですよね。西鉄に博多か

ら乗ったら使えるけれども、例えば熊本から

乗ったら使えない、人吉から乗ったら使えな

いというんじゃ、僕は話にならないと思うん

ですよ。 

 だから、利便性をどれだけやっぱり確保す

るか、コストの圧縮については、それぞれの

いろいろな企業の努力が必要だろうと思うけ

れども、実際私がちょっと調べたところ、こ

の独自ＩＣカードを導入していたところで、

もう既に廃止した、で、全国相互利用型に変

更したところが４カ所も既にあるんですよ

ね。 

 それで、九州でも、宮崎は、つい先日報道

されていたみたいですけれども、宮崎交通と

いうのは、2002年に地域カードを導入してい

たんだけれども、これを廃止して全国相互利

用型のカードを導入するということで決まっ

たというようなことがあると、そうなると、

熊本で仮にこの地域カードを入れたとして

も、県内の人たちはいいかもしれないけれど

も、やっぱり外から観光で来た人も、それか

ら、こっちから東京とか福岡とか鹿児島とか

いろんなところに行く場合も、やっぱりそれ

が相互利用できないというふうになると、結

局、またいろんな不満が来て、新たにまたシ

ステム変更をしなきゃいけなくなる可能性が

私は高いと。こういうことで、よその４カ所

とか５カ所みたいなところは、また、多分全

国相互利用型に変更することで新たなお金が
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かかるということで、財政負担が出るという

ことが問題としてあると思うんですね。 

 だから、そういうことも踏まえて、一番最

初に導入するときには、ただ単にイニシャル

コストだけとか、ランニングコストだけでは

なくて、本当に将来的にわたって考えたとき

にどうかという視点でやってもらわなきゃい

けないというふうに私は思いますので、ぜひ

今後、今からまだ調整をされていく段階だろ

うというふうには思いますけれども、やっぱ

り私は――当然交通事業者の経営の安定とい

うのは大事なことだろうけれども、どうせ導

入するのであれば、県がもともと考えている

とおりのそういう全国相互利用型を導入すべ

きだというふうに思いますが、その点はいか

がです、私の今の話をいろいろ聞いた上で。

どんな調整をしていくかということですね、

県として。 

 

○中川交通政策課長 今委員御指摘の既に限

定型でスタートしている分が新たに相互利用

型等に変わっていく事例等は、私どもも把握

しております。 

 ただ、一方で、こういう全国相互利用型が

進んでいく中でも、あえて片利用等で進まれ

ている事例もあるやに聞いておりますので、

今御指摘の点を十分踏まえた上で、我が地元

にとって、トータルで考えた上で一番――全

てが100％満足というのはひょっとするとい

かないかもしれませんけれども、ただ、私ど

もとしましては、全ての観点において100％

の満足を目指して、事業者あるいは熊本市等

としっかり議論して話を進めてまいりたいと

思います。 

 以上でございます。 

 

○大西一史委員 しかし、このＩＣカードを

導入するには、当然公費の補助が出ますよ

ね。いかがですか。 

 

○中川交通政策課長 今費用負担のお話が出

ましたけれども、今私どもが聞いているお話

では、市電はもちろん公費前提ということで

ございます。ただ、地域限定のほうは、地域

が独自にやるということでございますので、

片利用でない部分については、公費はイニシ

ャルコスト等では出ないというふうに今のと

ころ伺っています。 

 ただ、これにつきましては、まだ今後事業

者等の話をしっかり聞かせていただきたいと

思っています。現時点では、どのエリアにど

ういうタイプを入れるかとか、どういう機能

を付加しようかという点はまだ全然見えてお

りません。この時点では、まだ私どもも、明

確に県としてどうしようというのはなかなか

言いづらい部分もございます。ただ、交通の

観点からの機能面等につきましては、委員お

っしゃるとおりだと理解しています。 

 以上でございます。 

 

○大西一史委員 このＩＣカード、これから

公費負担も含めてどうするかということもあ

ると思うんですが、これは私が聞いていると

ころによると、バス事業者５社は、ある程度

地域限定カードの業者も決めて、そして、そ

れでやりますというようなことをいろんな要

望をして、知事にも市長にもどうも要望書を

出しておるというようなことのようですね。 

 しかし、やっぱり今までのいろんな議論を

踏まえて、本当にそういったものが決められ

たのかどうなのか、決定プロセスに非常に不

透明な面が私はあると思います。業者をここ

に決めました、地域限定カードが安いのでそ

っちにしました、だから、それで私たちはい

きますのでよろしくと、ついては、片利用が

できるようにするためには、申しわけないけ

れども、行政のほうでお金出してくださいと

いうのは、非常に不透明な話だと私は思いま

す。ですから、この点に関して、こういった

ことも含めて、もっとオープンに、その経緯
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も含めて、県民の皆さんにやっぱり説明でき

るように。 

 バス事業者というのは、もう既に多額の補

助を入れているわけですよね。そうなると、

そこでもうパブリックな企業であるわけです

よ。例えば大西商店が、私の近所で使うもの

をやりますというのであれば、何も言われる

筋合いはないと思いますよ。しかし、そうじ

ゃないでしょうということを、私は、バス事

業者も含めて、やっぱり理解をして、その上

でこういう話は丁寧に、県にも、市にも――

関係する補助金も出すわけですから、やっぱ

り情報をきちっと、そのプロセスを提示して

やってもらうようにということを強く要望し

ておきますので、その点は伝えておいていた

だきたいということをお願いしておきます。 

 以上です。 

 

○山口ゆたか委員長 ほかにありませんでし

ょうか。 

  （｢なし」と呼ぶ者あり) 

○山口ゆたか委員長 なければ、以上で本日

の議題は終了いたしました。 

 最後に、陳情書等が２件提出されておりま

すので、参考としてお手元に写しを配付して

おります。 

 次回の委員会については、８月19日午前10

時からを予定しております。なお、正式通知

については、後日文書で行いますので、よろ

しくお願いいたします。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会します。お疲れさまでございました。 

  午前11時45分閉会 
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